
グローバル 人材マネジメントサービスのご紹介

デロイト トーマツ コンサルティング株式会社



国際化と経営モデル
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日本企業の国際化は、主に「現法を立ち上げ、自社のやり方を輸出する」自前主義が主流でした

が、ここ数年で「相互の強みを活かせる相手を買収する」M&A戦略が増えています。

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

事業の国際化

 これまで海外へ事業展開してこなかった企業が買収によって一気に海外展開を進める場合には「自社に海外事業を担える人材

がいない（ケイパビリティ不足）」ことが大きな課題となっています。

 また、買収の場合は、相互の強みを輸出入することで最適なやり方で事業をする必要があり、自前主義の場合よりも人事面での

課題は複雑となります。

国内 ＞海外 国内 ≒海外

諸段階で
外国企業を買収

国内 ＜海外

 10～20％

 10年未満

 10拠点未満

 本社人材出向

 50％前後

 10～30年程度

 10拠点以上

 本社人材

＋現地化人材（現地化）

 60％以上

 30年以上

 数10拠点

 欧米拠点では

現地人材中心

海外売上比

進出後年数

拠点数

海外主要職
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グローバル経営の姿は一つではなく、実際は多様です。先ずは現状の実態を踏まえて、中期的に

はどのような経営モデルの組み合わせを目指していくべきかを決めることが重要となります。

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

 これまで、現地法人には同化型、合弁先や買収先には自立型の経営という形をとってきた企業が多かったと思われます。しかし、

グローバル競争の下で効率性の高い経営が求められ、同時に新興国市場の出現によってニーズが多様化している状況におい

ては、企業が融合型へ移行するのは必然的な流れと言えます。

グローバル経営のモデル

海外子会社の
自由度

グローバルな
統合度

HighLow

High

同化

自立

米系外食
チェーン

欧州食品

米系コングロ

マリット

融合

日系
メーカー

日系企業
（M&A）

「融合」
各拠点（あるいは各事
業）が「自立」を行う部
分と、全世界共通のや

り方をすべての拠点で
貫徹する部分の組み
合わせ

「自立」
買収相手のやり方や、
自前の海外拠点独自の
やり方で、経営すること

を認めて、買収相手や
自前の海外拠点に任せ
る形

「同化」
自分のやり方で、（海外
の）買収相手や、自前の海
外拠点を経営する形
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例えば「欧米の買収先は融合型、アジアの現法・合弁先は同化型を目指す」といったことを事業毎

に再整理し、ビジョン／戦略～インフラの各領域で何をどこまで統合するかを決めるイメージです。

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

経営モデル

ビジョン／

戦略

既存戦略の継続

事業成長性・シナジー効果のモニタリング

ビジョン/経営目標（ありたい姿）、経営戦略の
共有

シナジー施策策定・効果のモニタリング

組織／

ガバナンス

役員権限規定の整備

ガバナンス体制の再構築

権限規定（責任/権限）再定義

ガバナンス体制の再構築

拠点統合計画の策定

組織構造（組織図）、人員配置の決定

役員/管理職の派遣、出向

経営管理

諸制度

（財務・人事）

財務会計の統合（連結決算、会計基準等） 財務会計の統合（連結決算、会計基準等）

管理会計・各種経営管理制度の統合（業績管
理制度等）

役員評価・報酬ルールの整備

 （キーパーソン対象の後継者確保）

グローバル共通人事制度（等級・評価・報酬）
の導入

グローバル人材活用計画の策定、実行
（サクセッションプラン、人材育成プログラム、
人事データベース等）

業務プロセス
既存業務プロセスの維持 ベストプラクティス・業務ノウハウの共有による

業務プロセスの改善・統合

間接業務のシェアードサービス化

インフラ

（システム／

理念・価値観）

既存システムの継続活用

連結インターフェースの構築

グループ基幹システムとの統合

グループインフラ方針に沿った個別システムの
開発・導入

既存経営理念/価値観の維持 経営理念/価値観の共有

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

何をどの程度統合するか

財務のみを管理 完全統合戦略／オペレーションを統合

経営モデル毎に実施すべき内容
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人事領域においては、モデル毎の施策とモデル共通の施策に整理することが出来ますが、最近で

は戦略／オペレーションの統合を目指した人事施策に注力している企業が多くなっています。

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

人事領域で整備すべき施策

経営モデル

人事方針

－

（例）

グローバル幹部人材の育成・
管理
－幹部共通の評価・報酬・育

成施策の整備

スペシャリスト人材の交流促進
－トレーニー制度、グローバル

研修の整備

グローバル人事方針の策定、浸透
－ガイドラインの策定
－グローバル人事会議の定期開催 等

要員管理

－ グローバル人材活用計画の策定、実行
－サクセッションプランの導入
－拠点間異動時の処遇制度整備

人件費管理のガイドライン作成
－ヘッドカウント管理、残業時間管理 等

人事制度

買収先役員の管理ポリシー整備

 （キーパーソン対象の後継者確保）

グローバル共通人事制度（等級・評価・報酬）
の導入

人材育成

－ グローバル共通教育体系・トレーニングの整備

 トレーニング実施状況の管理

インフラ

－ グループ共通人事データベースの整備

人事関連のベストプラクティス共有

共通

ビジョン/経営目標/価値観の共有

本社出向者の教育、管理

従業員満足度管理

リスク管理
－労組対応、コンプライアンス対応 等

自立型
Autonomy

融合型
Best of Both

同化型
Assimilation

「戦略」「オペレーション」の
統合を目的とした人事施策

の整備

財務のみを管理 戦略／オペレーションを統合 完全統合



プロジェクト事例および
Deloitte Tohmatsu Consultingのサービス内容
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事例①買収先企業における役員マネジメント方針の策定：日系大手消費財メーカー

タスク アウトプットイメージ

現状調査、方針整理

 役員人事制度の確認と日本本社役員制度とのギャップの確
認（特に報酬水準）

 会社の保有する会議体、権限等の調査・分析

 人材育成・後継者の計画の現状把握

役員リテンションプランの検討

 対象者の把握と役員をリテインするためのポイントの把握

 対象者ごとのリテンション策の方向性策定（金銭プログラム、
非金銭プログラム）

 リテンション施策（リテンションボーナス含む）・コミュニケーショ
ン施策の策定

ガバナンス基本方針の検討

 会議体への参加方針の決定

 決裁権限・承認事項の決定

 レポートライン、報告事項の決定

役員人事（評価・報酬）制度の検討

 役員人事制度（特に任免・評価・報酬決定プロセス）への関与
の態様、方針の決定

 役員業績評価項目の決定

7

あるべきガバナンス体制へのロードマップ

B社

A社

20XX年7月 20XX年/中長期20XX年10月

B社

A社

ガバナンス

20XX年1月

• 承認事項、決裁金額など
の運用対応

• 月次決算情報のレポーテ
ィング

• 決裁権限ルールの適用開始

• 承認事項の決定

• 報告事項のルーティン化

• 会議体への参加

• シナジー推進体制の確立

• LTI内容決定・報酬用KPI設定

• B社人材の派遣

暫定対応

• B社とA社のマネジメント体制を融合

• 機能（バリューチェーン）の融合

• レポートラインの融合

• 人員の融合

X事業部の設置

連結決算の開始

A社新事業
年度開始

Day1

B社

A社

融合

20XX年12月

資本再編

• X事業部が設立される本年10月に向けては、決裁権限やレポートライン等を整備し、「当面のガバナンス体制」を構築する必要が
ある。

• 一方、中長期的な観点においては、機能（バリューチェーン）などが融合された「あるべきガバナンス体制」を検討する必要がある。

現在

▼

暫定ガバナンス 当面のガバナンス体制
あるべきガバナンス体制

（B社及びA社組織体制の融合）

8
リテンション施策 - 役員及び幹部のリテンション施策を検討する上での論点

項目 A社の考え方（現状） B社の方針（案）

リ
テ
ン
シ
ョ
ン
施
策

対象者

65名程度を想定

• CEO、CFO、VP
• ファンクショナル・ビジネスリーダー（AP）
• カントリーGM（ローカル）

• ファンクショナル・ビジネスリーダー（ローカル）

•マネジャー（営業のキーパーソン）

基本的にはA社案を承認する形を想定

左記レイヤーを全員リテンション対象とするかどうかにすい
ては検討が必要

•選定基準の妥当性を確認

パッケージ

（金銭）

前回の、C社による買収時の金銭パッケージを基
準に検討中

但し、従業員の離職の可能性が高かったので、や
や高めの可能性があるとも認識（市場の水準を踏
まえたパッケージ）

B社としてはリテンションボーナスを出すことを特に想
定していなかったことはA社に伝達済み

日本企業は通常あまり出さないということを踏まえた
上でA社側にリテンションプログラムを作らせたうえで
承認

パッケージ

（その他）

公正な取り扱いや、事業の魅力や働く環境やキャリ
アの機会、一緒の働く人々との相性を想定

理念・ガバナンス基本方針・コミュニケーションの策定
時に検討

リ
テ
ン
シ
ョ
ン
施
策
の
検
討
・
実
施

検討・
決定主体

CEOも含む全ターゲットについての内容検討、施策
実施にかかる費用負担・コミュニケーション、もA社
が主導で実施することを想定

CEOのプランに関してはB社が独自実施を想定

CEOより下のターゲットのプランについては、B社が
ガイドライン（提示額上限等）を設定することを想定

予算
ファンディング

CEOのプラン費用に関してはB社が負担を想定

CEO以外のプラン費用については、A社が負担を想
定

コミュニケー
ション

CEOに対しては検討段階からコミュニケーションまで
B社が実施を想定

CEO以外とのコミュニケーションについては、A社主導
を想定（必要があればB社としてのメッセージを加筆）

決定
スケジュール

N/A 7月中に処遇の方向性の決定と同時期までに内容をA社
側と議論・検討・決定することを想定

9
A社役員の処遇への関与・統制の度合い

A社制度の理解/

委任
A社からの報告を受領

B社の関与
B社が主体で決定

A社決定事項を承認 A社検討時に参画

評価・任免
（昇格）

評価・任免決定の会議体
にB社から参加者を派遣

（オブザーバーとしてか、
あるいは他者と同様の決
定権をもって参加）

B社メンバーが過半を占
める指名委員会（もしくは
同様の会議体）を設置

報酬 同上
B社メンバーが過半を占
める報酬委員会（もしくは
同様の会議体）を設置

その他

（育成）
同上

B社が主体となって決定
した施策を、A社の現有
人材（もしくはB社メンバ
ー）が運用

上記ポリシー・
制度の設定

現行制度を変更する場
合には、B社の承認を求
める

制度変更時の会議にB社
からも参加者を派遣

（オブザーバーか決定権
をもつものとして参加）

B社 がA社のポリシー・制
度を検討、その検討結果
が、A社の会議体で検討
される

高低 関与・統制の度合い

※なお、各国の法制へのコンプライアンス上、取締役会・株主総会
等の開催が必要である場合、B社が主体となるかどうかはともか
く委員会等の設置の可能性も含め検討が必要）

緑網掛け

緑縞 元親会社は、報告を受領するところまで関与

（承認までは行っていない；CEO除く）

元親会社は、CEOについては、承認するところまで関与

 当面は、基本的には現A社のやり方を踏襲。ただし、「制度変更の場合に承認を求めること」と、「A社側での検討時にB社か
らも参加者を派遣すること」が条件

 将来的には、B社側が主体的に決定することも可能性としては考えられるが、現段階ではその可能性は大きくない

＜イメージ①： ガバナンス体制検討資料＞

＜イメージ②：

リテンション施策検討資料＞

＜イメージ③：

役員人事・処遇への関

与の仕方の検討資料＞
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事例②グローバル共通人事制度の設計・導入：日系大手メディア

タスク アウトプットイメージ

現状調査、方針策定

 グローバルの事業戦略および人材マネジメント方針の把握

 グループとして共有すべき理念・価値観の確認

 日本本社の人事制度ポリシーの把握

グローバル共通人事制度のフレームワーク設計

 等級・評価・報酬制度それぞれの共通ポリシーの検討

 グローバル共通人事制度の概要（フレームワーク）設計

各海外現地法人向けのカスタマイズ（詳細設計）

 現地法人の人事制度の現状調査

 グローバル共通人事制度とのギャップの把握

 現地法人向けの人事制度の詳細設計

 新制度への移行プランの策定

 （現地法人の経営陣に対する説明）

新人事制度の導入準備

 現地ローカルスタッフ向けの説明会の実施

 現地マネジメント向けの評価者研修の実施

 現地人事オペレーション体制の整備

B社グループの新人事制度設計のPolicy

Job Description

人事制度
評価

異動
採用

報酬

昇格
能力
開発

経営者

仕事の定義

Talent Management

B社グループの人事制度では、以下の３つに重点を置いています。
1. 経営者：優秀な経営者を継続的に獲得する施策（Talent Management)を構築する
2. グループ各社で求められる「仕事（職務）の定義」について、B社のノウハウや企業理

念・文化を織り込んだJob Descriptionを策定
3. 「仕事（職務）の定義」を基準にして、採用（配置・異動含む）、評価、報酬、能力開

発の制度が相互が連関するように設計

能力評価項目（グローバル共通のコンピテンシー）

•評価項目は、全ての職種に共通してコアコンピテンシー5項目と、各職種に必要な知識、ス
キルで各1項目の全7項目を設定します。

•評価項目には詳細項目が計28項目設定されています

評価項目（大項目） 詳細項目

1.基本特性

Client Orientation

Commitment

Challenging Spirit

Integrity

2.思考力 Analysis & Planning

3.遂行力 Sense & Responsiveness

4.対人影響力

Positive Attitude

Involvement

Diversity

5.マネジメント力

Visioning

Teamwork Orientation

Empowerment

Accountability

コア・コンピテンシー評価項目

評価項目（大項目） 詳細項目

6.知識

Clients’ business and 
products

Industry, History, strategy, 
Brands

Creative ―

Strategic Planning
Research
Planning

Media Traditional, Untraditional
PR ―
SP Event, Tool
Digital Marketing ―
Integrated 
Communication Design ―

7.スキル

Project Management

Time Management
Cost Management
Quality Management
Risk Management

Negotiation ―
Presentation ―

知識・スキル評価項目

•基本給は、競合他社との人材獲得競争に勝ち、優秀な人材を確保するために市場データを参考にして
決定します。

•各職務レベルについて、市場データ50%ile値をベースに、25%ile値、75%ile値も参考にしたうえ
で、ターゲットを設定します。

報酬水準（ターゲット）の設定

Staff Manager Director Staff Director

マーケットデータの50%ile
マーケットデータの75%ile

マーケットデータの25%ile
ターゲット

ターゲット設定
報
酬
額

職種A 職種B職種間比較は
なし

＜イメージ①： グループ共通人事制度のPolicy＞

＜イメージ②：

グローバル共通の

コンピテンシー＞

＜イメージ③：

海外現法個社ごとの

報酬体系の検討資料＞
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事例③グローバル後継者育成計画の設計・導入：日系大手食品メーカー

タスク アウトプットイメージ

現状分析・構想策定

 現行の取り組みに関する現状把握・分析
（関連資料の確認・担当者へのヒアリング）

 サクセッションプランの全体構想の策定

− サクセッションプランの設計・導入に関する課題の明確化

− 国内外グループ会社への展開に関するロードマップの策定
（※イメージ①参照）

サクセッションプラン詳細設計

 サクセッションプランの運用に関する詳細論点の検討

（主な詳細論点）

− 制度対象となるキーポストの選定基準

− サクセッサー（候補者）の充足・育成を議論する会議体「人材開発会
議」の定義（※イメージ②参照） など

 制度導入後の運用フローの策定

 グループ会社間での合意形成に必要なコンセプトシート*の作成

導入・運用支援

 SOP** （標準作業手順書）の作成

（SOPの構成要素）

− 詳細運用フロー

− 詳細手順書（※イメージ③参照）

− 使用帳票

− グループ展開に向けたFAQ

*    制度の目的と期待効果や運用の概要、導入スケジュール等を共有するため資料
**   SOP：Standard Operation Procedureの略

新サクセッションプラン設計・導入ロードマップ

1 新サクセッションプラン設計・導入ロードマップ

2010年度

制度設計

海外会社

導入

基盤

制度主旨説明

資料作成

設計の

微修正

国
内
会
社
導
入

XX

XX

XX

情報共有・

認識合わせ

2011年度

サービス

イン

制度比較
対応策検討

（個社カスタマイズ）

要件

定義

6月 7月 8月 9月

1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W
＜3Q＞

10～12月
＜4Q＞

1～3月
＜1Q＞

4～6月
＜2Q＞

7～9月
＜3Q＞

10～12月
＜4Q＞

1～3月
＜1Q＞

4～6月

2012年度

XXへの

導入・定着化

マイルストン • 導入完了 • 国内合意形成完了

新SP導入開始

• 海外導入完了

（当面はXXのみ）

：XX人事主導タスク

：個社人事主導タスク

凡例

1

2

3

4

5

新SP詳細設計

制度比較
対応策検討

（個社カスタマイズ）

XXへの導入・定着化

XXへの導入・定着化

各社との意見交換

• 海外会社への導入と同時に

必要に応じて、国内の機能分

担会社に対しても導入する

大項目

SOPの作成

開発・テスト

個社カスタマイズ

• 国内導入完了

• 海外合意形成完了

新SP導入開始

• 社長への答申

順次導入

順次導入

XXへの導入・定着化

紙ベースの従来の運用
システム化方針の

策定

国内会社との

認識合わせ
海外会社との

認識合わせ

• SPを導入することに対する

合意形成に十分時間をかけ

ながら制度の導入を行う
• 国内事業会社への合意形成が完了し次

第、海外事業会社との意見交換を行う

• 海外事業会社の場合、特に人事権に関し

ては慎重に合意形成を図る必要がある

• サクセッションプランのシステム化は

国内事業会社導入後、システム化

の必要性を十分に見極めてから行

うことを想定

• 20XX年度中の国内事業会社への

導入をより円滑に行うため、国内の

合意形成が取れた段階で、SOP
（標準業務手順書）を作成する

• 社長への答申の内容は大きく以下3点を想定
− グループ基幹人材の定義

− 人材の採用・育成に関するXXと個社の役割分担
− 新SPの内容とその効果

国内キーポストの選定 海外キーポストの選定
• 8月末の社長への答申までの

間に、新SPの運用に関して詳

細を検討する必要がある

各社との意見交換

国内会社

既存SPの把握

海外各社

既存SPの概要把握

海外各社

既存SPの把握

＜イメージ①：展開ロードマップ＞

• 他会社・他領域のポストやサクセッサーが見えてく

るに従い、会議参加者の育成の視野が他会社へと
拡大していく

• 全キーポストとサクセッサーを認知する

• サクセッサーの充足状況を確認した上で、グループ

キーポストの未充足の部分に対する解決策につい
て議論する

＜会議前＞

① 個社サクセッサーリストの補完・統合（XX人事）

＜会議中＞
－第1部－

① グループ・個社キーポストの共有

② 個社サクセッサー充足状況の報告（個社6社長）

－第2部－

① グループキーポストのサクセッサー充足状況の
確認（部門別・機能別）

② 未充足グループキーポスト（エリア）の解決策に

関する議論

＜会議後＞

① サクセッサーリストの最終化（XX人事）

② 個社人事へのフィードバック（XX人事）

• XX全役員

• XX人事部長・人事担当者
• 個社社長（※第1部のみ）

• 社長と人事担当役員は旧XXに関する育成の視点

のみ、他の役員に関しては旧XXの自領域のみしか
見えていないことが多い

• 同左

＜会議前＞

① 同左

＜会議中＞
－第1部－

① グループ・個社キーポスト変更点の共有

② 同左

－第2部－

① 同左
② 同左

（ただし、サクセッサーを認知することにより、育

成に対する視野・感度が向上することで議論は

深化）

＜会議後＞

① 同左
② 同左

• 同左

• 全役員がグループ視点で育成を考えることが可能

となり、サクセッサー個々のグループ横断的な育成
計画についても検討できる体制となる

• 同左

＋

• グループキーポストの中期サクセッサーの育成計

画（今後5年以内）について検討・合意する

＜会議前＞

① 同左
② 育成計画（人事案）の起案（XX人事）

＜会議中＞

－第1部－

① 同左

② 同左

－第2部－
① 同左

② 同左

③ 育成計画（人事案）の検討・合意

＜会議後＞

① 同左

② 育成計画の最終化（人事）
③ 個社人事へのフィードバック（XX人事）

• XX全役員

• XX人事部長・人事担当者
• 個社社長

• 個社人事部長

：従来の育成の視野

グループ人材開発会議について

8

1年目 2年目（想定） 3年目（想定）

XX
社長

XX
人事

担当役員

：育成の視野

XX
営業

担当役員

XX
生産

担当役員

営業

・・・

Step2：育成計画の検討・合意

・・・

：拡大した育成の視野

：従来の育成の視野

・・・

：拡大した育成の視野

Step1：現状の認知

目的

会議の

進め方

参加

メンバー

育成に

対する
視野の

拡大

旧XX*1 他会社 旧XX 他会社 旧XX 他会社 他会社 旧XX 他会社 旧XX 他会社旧XX旧XX 他会社 旧XX 他会社 旧XX 他会社

XX
社長

XX
人事

担当役員

XX
営業

担当役員

XX
生産

担当役員

XX
社長

XX
人事

担当役員

XX
営業

担当役員

XX
生産

担当役員

*1: 旧XX籍社員が就任しているポストを指す

生産
営業

生産
営業

生産

＜イメージ②：

会議体検討資料＞

1.1. 個社キーポスト特定

11

手順 使用帳票 / 特記事項

◆プロセス運用のポイント

① キーポスト特定の基準
キーポストを特定する際には、グループ／個社キーポスト問わず、以下の観点に基づいて総合的に判断
する。詳細については「（A）キーポスト特定表」のシートに記載された手順を参照。

– 事業戦略の推進において果たすべき役割の重要性
– 業績へのインパクトの大きさ
– 求められる専門性の高さ
– 単純な代替・補充の難しさ

② 個社人材開発会議による個社キーポストの承認
個社人材開発会議は、各個社におけるキーポストの特定が、規定されたプロセスと論理的な根拠に基づ
いた意思決定によりなされているかを確認した上で承認する。

基本的なスタンスとしては、キーポスト選定のプロセスから大きく逸脱しない限り、最大限、個社人事によ
って設定されたキーポスト案を尊重することとする。

新制度導入次年度以降は個社人事が起案したキーポストの見直し案に対する承認を行う。*3

③ 個社キーポストの一覧化
個社人事は承認された個社キーポストを所定のフォーマット（詳細については「（B）キーポスト一覧」のシ
ート参照）を使って一覧化する。

*1 キーポスト数に上限はないが、
個社人事にかかる運用負荷に
耐えうる範囲内とする

*2 承認は、メール又はTV会議な
どによって簡易的に実施するこ
とを許容する

*3 毎年新たに考え直す必要はな
く、前年度までの検討結果を基
に個社人事にて見直しの検討
を行う

1. XX人事は個社人事に対して個社キーポスト選定の依頼を行う

2. 個社人事は、キーポスト特定の基準に基づき、自社における個社キーポストをリストアップする*1

3. 個社人材開発会議は、特定された個社キーポストを承認する*2

4. 個社人事は承認された個社キーポストを一覧化し、XX人事に送付する

（B）キーポスト一覧

（使用帳票・ツール）

（特記事項）

主な関与者

個社人事

個社

人材開発会議

XX人事

（A）キーポスト特定表

グループ共通

グループ共通

グループ共通

＜イメージ③：

SOP（詳細手順書）＞
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事例④拠点間異動時の処遇方針策定：日系大手金融機関

タスク アウトプットイメージ

現状分析、構想策定

 拠点間異動の目的・必要性の検討
－異動の目的（業務目的・育成目的）、形態（出向・転籍・出

張）、期間、対象国
－異動決定ルール（人選の基準、選定方法）
－処遇の方針

 現状の課題・ボトルネックと対応策の検討

 整備すべき事項の明確化
－異動の社内管理体制
－異動時の報酬／福利厚生の考え方
－租税手当制度の方針

拠点間異動規程（モビリティ・ポリシー）の作成

 拠点間異動規程作成（英語版）
－概要、適用者
－キャリア開発（赴任先ポジション、評価）
－赴任前準備
－報酬（給与・賞与、税金の取扱い）
－福利厚生（住宅補助、子女教育、休暇、一時帰国） 等

 Tax Equalization規程の作成（英語版）

 Appendix（雛形）の作成（英語版）

導入・運用支援

 拠点間異動規程の人事部向け運用マニュアル作成

 海外拠点への説明資料作成

国際間異動ルール 第1回構想策定ミーティング24

異動の目的（例）

経営幹部層

業務目的

管理職層

若手社員層

育成目的

 役員／上級管理職

 赴任先国の経営管理責任者としての役割を
担う
－拠点の事業戦略を立案・実行
－拠点の人材育成 等

 グローバル人材

 グローバルでの業績向上に貢献できる人材
に必要とされるスキル／経験を獲得する

 グローバルで展開されるビジネス、プロジェ
クトに参画し、成果創出に資す

 管理職（マネジメント人材）

 赴任先国で新しいビジネスを開発する

 特定分野や職能で通常期待されるマネジメ
ント機能を担う

 ローカル人材の教育を通して、拠点の現地
化促進をサポートする役割を担う

 専門職（プロフェッショナル人材）

 現地にない専門性／機能を持つ人材として、
ナレッジトランスファーや現地オペレーション
のサポート等の役割を担う

 リージョナル人材

 リージョンでの業績向上に貢献できる人材に
必要とされるスキル／経験を獲得する

 リージョンで展開されるビジネス、プロジェク
トに参画し、視野・人的ネットワークを拡げる

 ローカル幹部人材

 自社／拠点の経営を権限委譲されるに足る
能力・人的ネットワークを強化する

該当なし

 次世代幹部候補

 将来の幹部候補として必要なマネジメント能
力を習得する

 異文化での経験を通して、幅広い視野・マイ
ンドセットを醸成する

討議：資生堂における国際間異動の基本構想

対象層

国際間異動ルール 第1回構想策定ミーティング15

異動者は本国と同等価値の給与を受取ることと、本国と同額の税金を負担することにより、

公平感のある処遇水準（購買力保証）を確保。原則、本国と異動先で発生する費用の差額は会社負担。

処遇の方針（バランスシート･アプローチの場合）

バランスシート･アプローチの概要（イメージ）

本人負担

年間基本給総額
￥10,000,000

貯蓄･その他
2,000,000

本国生計費
3,000,000

本国住宅費
2,500,000

本国所得税
1,500,000

社会保険料
1,000,000

※1

※2

※3

※4

貯蓄･その他
2,000,000

異動先生計費
3,750,000

異動先住宅費
3,500,000

異動先所得税
3,500,000

本国・異動先
社会保険料
2,000,000

海外勤務手当
インセンティブ

3,500,000

基本給総額
10,000,000 

※5

外部データ
を元に3項
目に分配

税金部分

• 異動が発生した場合、異動者の年間基本給総額を異動先
購買力に対応させる為、以下の手順にて調整：

①本国年間基本給総額を使途により、外部データを元
に5項目に区分けし、分配

②異動先年収に海外勤務インセンティブを加算
③各項目を調整し、異動先で発生するコスト総額を算出

※各項目の詳細は次頁参照

レクチャー：国際間異動ルールとは

本国年収

（使途内訳）

¥10,000,000

貯蓄･その他
2,000,000

750,000

本国生計費
3,000,000

ハウジング・
ノーム

2,500,000

みなし税
1,500,000

1,000,000

2,000,000

みなし社会保険料
1,000,000
1,000,000

インセンティブ
3,500,000

国際間異動ルール 第1回構想策定ミーティング18

整備すべき規程類

一般的に整備すべき規程類

グローバル・モビリティ・ポリシー（ＧＭＰ）

【内容】
国際間異動に関する会社としてのポリシーの明確化、透明化、文書化

【添付資料】

－異動元国特有の状況に対応するために事業所毎の内規を作成

－異動者毎の個別状況に対応するためにアサインメント・レターを作成

－異動先国特有の状況に対応した詳細ルールをHRハンドブックに策定

タックス・イコライゼーション・ポリシー（ＴＥＱＰ）

【内容】
会社として税務関連ポリシーの文書化。一般的にはタックス・イコライゼ
ーションの仕組みを用いることで異動者に異動元で本来発生する以上
の税務負荷を与えない仕組みを実現

【添付資料】
ポリシーでカバーしきれない異動元国毎に異なる税制面の状況に対応
するため、アペンディックスを作成

【雛形】
Assignment

Letter

【主規程】
Global Mobility

Policy

【添付規程】
国別Appendix

（異動元）

【主規程】
Tax Equalization

Policy

Ａｐｐｎｄｉｘが必要となるケース

 アペンディックスは、絶対必要であるというものではなく、ある程度

発生人数の見込める異動関与国がある場合において費用対効果

の観点から整備することが効果的

– アペンディックスに盛り込む内容は、各国の税法が中心であるため、

頻繁に変更する国も多く、なるべく発生予定期日が迫った段階で作成

することが望ましい（一般的には発生３ヶ月前程度）

– 一般的には税法に精通し、拠点間異動のサポートに経験豊富な各国

の税理士事務所が作成を請負うことが多い

ケース例

異動元
拠点Ａ

異動先
拠点Ｂ

ＴＥＱＰ
国別

Appendix

HR 
Handbook

異動

ＴＥＱＰのアペンディッ
クスは、必要な場合

にのみ作成

【運用ガイド】
HR Handbook

【内規】
Rules

(異動元）

レクチャー：国際間異動ルールとは

ＧＭＰ
事業所
内規

HR Handbookは異
動先の詳細ルールを
記載（人事部用）

ＧＭＰの内規は、
必要な場合にのみ
事業所毎に作成

＜イメージ①：異動の目的・形態＞

＜イメージ②：

処遇方針検討資料＞

＜イメージ③：

整備すべき規程類＞
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DTCのグローバル人材マネジメントサービス

◆人事方針

・グローバル人材マネジメント方針の策定支援

（勉強会形式での方針策定支援等）

・経営理念／価値観の定義とグローバル展開方法の設計支援

・グローバル人事会議の設計・運用支援

人事方針

◆人事業務・IT
・グローバル統合人事システムの構築支援

◆海外進出時調査、国際化

・海外拠点設立における人事領域の支援

・海外労働事情（法令・慣行等）の調査

・内なる国際化の支援

（就業規則の英訳、会議の進め方等）

◆リスク管理

・人事KPIの設計・導入支援

（従業員満足度、海外拠点のHR監査等）

その他

◆人材活用

・後継者育成計画（サクセッションプラン）の設計・導入支援

（タレントマネジメントにおけるツール化・システム化支援等）

・拠点間異動時における処遇方針（モビリティポリシー）の策定支援

・海外赴任者の処遇制度見直し、研修制度の整備支援

◆要員管理・人件費管理

・人件費管理方法の策定支援

要員管理

◆地域統括会社設立

・地域統括会社の組織設計、要員管理方法の策定支援

（域内共通の人事制度、異動時処遇方針、研修制度等の整備支援）

組織設計・組織再編

◆人事制度

・グローバル共通人事制度（等級・評価・報酬）の設計・導入支援

・海外拠点の人事制度設計・導入支援

・グローバル長期インセンティブプランの設計・導入支援

◆人材育成

・グローバル／リージョナル共通教育体系・トレーニングの整備支援

・海外拠点人材の育成計画の策定支援

・グローバル人事パーソンの育成支援

人事制度／人材育成

◆クロスボーダーM&A
・組織・人事デューデリジェンス

・ターゲット会社の役員マネジメント方針の策定支援

・ターゲット会社の人材リテンションプランの策定支援（特にマネジメン

ト層）

・ターゲット会社の評価・報酬制度の整備支援

・コミュニケーションプランの策定及び実行支援

クロスボーダーM&A
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世界中で最適なチームを編成
Cross-border & Cross-functional Team Approach

企業買収において、統合前のデューデリジェンス／統合リスク分析（財務・ビジネス・人事面）

から統合後のシナジー創出（組織・業務設計、人材配置、風土・意識変革）までの支援が可能

地域統括会社設立（又は再編）において、立地の選定、組織・業務の設計、要員の確保（外部

採用・拠点間異動）など、設立準備段階より、税務・ビジネス・人事面から一貫した支援が可能

現地に弊社コンサルタントが常駐し、クライアント（駐在員・現地社員）と協働することで、現地

化／自立化、業務・スキルの移転など、本社とローカルとのブリッジ機能としての支援が可能

 グローバルビジネスを展開する上では、企業買収、組織再編、ナレッジトランスファー（業務の標準化・見える化・スキルの移転）

など様々な課題に取り組むことになります。

 DTCは、グローバルビジネスに関わる様々な課題に立ち向かうクライアント企業に対し、「世界中で最適なチームを編成する」こと

を強みとし、組織を変革させる力と確かな知見を提供する「協働者」として支援いたします。また、支援を提供するにあたっては、

あくまでも経営課題の解決へクライアントと共に力を合わせて取り組むことをモットーとし、戦略を机上ではなく企業経営の現場レ

ベルまで理解した上で立案し、その確実な実行までサポートすることを基本姿勢としています。

DTCの強みを活かした支援（例）

DTCの強みと基本姿勢
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【参考】グローバル人材マネジメントに関するプロジェクト実績（1/2）

クライアント プロジェクトのテーマ 支援内容

日系大手
総合メディア

「グローバル・グループ・ガバナ
ンス方針策定およびクロスボー
ダーM&Aケイパビリティ構築支
援」

• 国内外グループ会社（海外買収企業含む）のガバナンス方針および取り組む
べき施策を明確化

• 買収後の統合フェーズにおけるタスクと進め方をプログラム化し、マニュアル
を作成

日系大手
通信

「新興国における買収交渉・
ＰＭＩ（Post Merger Integration）
のアドバイザリ」

• 買収交渉を推進するにあたって、人事領域にて検討すべきPMI関連事項（被
買収会社への人材の派遣、長期インセンティブの取り扱いを含む役員人事・
報酬の取り扱い、キーパーソンのリテンション等）に関する助言を提供

• デロイトのグローバルネットワークを活用した当該国実情に関する情報を収
集

日系大手
製造

「アジアパシフィック地域統括会
社設立および設立後支援」

• 地域統括会社の組織・要員計画設計および地域人事としての役割・ミッション
および各種人事業務の計画・実行

• 基幹人事制度設計、地域内教育体系およびコンテンツの作成、要員・労務費
管理手法構築、危機管理体制・マニュアルの整備、地域人材交流の仕組み
設計、キャリアパス設計等

日系大手
食品

「グローバル人材マネジメント方
針および中期計画策定支援」

• 経営企画部、人事部との合同勉強会を開催し、事業の国際化に伴なう人事
上の課題に関するコンセンサスを形成

• 海外拠点（現地法人・買収企業）の人事管理に関する実態調査方法を設計、
本社と現地とで取り組むべき課題・人事施策を共有化、計画化

日系大手
製造

「欧州統括会社設立に伴う人事
制度の設計支援」

• 欧州統括会社設立に伴い、全欧州拠点への展開を踏まえた人事制度ポリシ
ー策定、および欧州統括会社（在スペイン拠点）の人事制度の設計

• 制度設計に関しては、東京の人事部門とスペインの人事マネジャーとの意見
交換時のファシリテーションを担当
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【参考】グローバル人材マネジメントに関するプロジェクト実績（2/2）

クライアント プロジェクトのテーマ 支援内容

日系
サービス

「海外拠点の立ち上げ支援」

• 初の海外本格進出にあたり、海外複数拠点の雇用慣行・労働法を調査し、
採用プロセス、就業規則、基幹人事制度等を設計

• また、設立後もトレーニングプログラムの作成、トレーニングの実施、人事ア
セスメントの実施等を継続

日系大手
消費財

「海外拠点間異動制度の整備・
定着支援」

• 本社人事部および関連事業部との合同検討会による海外拠点間異動の構
想策定、および拠点間異動制度ポリシー策定

日系大手
製薬

「アジア現地法人に対する人材
育成施策の整備支援」

• アジア現地法人（7拠点）が自立的に人材育成体系を整備できることを目指し、
現地法人向けの人材育成体系の標準化

• アジア現地法人（7拠点）のキーポストに対する後継者育成制度の設計

日系大手
製造

「クロスボーダーM&A後の海外
拠点における人事制度の統合
支援」

• 買収による統合後、出身会社別に運用されていた人事処遇制度の一本化

• 暗黙知であったグループ全体の強みや仕事のやり方を明文化、処遇制度へ
反映

日系大手
製造

「経営幹部向けのグローバル
報酬制度の整備支援」

• 全世界の経営幹部人材に適用される、グローバル報酬制度の整備、および
マニュアル作成を含む導入作業

※上記の他、デューデリジェンスをはじめ日系企業による海外企業買収に際した支援実績多数あり



Appendix 1 

Deloitte Tohmatsu Consulting (DTC) のご紹介
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Deloitteによるワンストップ・サービス

Deloitte Worldwide
170,000 professionals / 150+ countries

Deloitte Asia Pacific
34,000 professionals / 20+ countries

Deloitte Touche Tohmatsu Japan Group
7,000 professionals / 40 cities

Deloitte Tohmatsu Consulting
900 professionals

Deloitte Consulting Worldwide
35,000 professionals Consulting

Financial
Advisory
Services

Audit Tax

社 名
設 立
資 本 金
代 表 者
メ ン バ ー 数
本 社

デロイト トーマツ コンサルティング株式会社
1993年4月
2億円
代表取締役社長 近藤 聡
858名
〒100-0005 東京都千代田区丸の内3-3-1 新東京ビル4F 
+81 (3) 5220-8600

：
：
：
：
：
：

（2010年12月1日現在）

 デロイト トーマツ コンサルティングは、国際的なビジネスプロフェッショナルのネットワークであるデロイト トウシュ トーマツ リミテッ

ドのメンバーで、デロイトがグループで有する監査・税務・コンサルティング・ファイナンシャル アドバイザリーの総合力と国際力を

活かし、日本国内のみならず海外においても、戦略とその導入・実現に至るまで一貫したサービスを提供するコンサルティングフ

ァームです。
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Industryの専門家とCompetencyの専門家の知見を結集した支援

 企業のさまざまな組織、機能、目的に対応したサービスを提供するコンピテンシーサービスと、さまざまな業界・業種ごとの専門的

知識とプロジェクト経験をもつインダストリーサービス。DTCは、常に専門的な知見を深め、経験を蓄積しているこの2つの軸で、ク

ライアントの抱える経営課題に応じて適切なチームを組めるマトリックス型のサービス提供を実現しています。さまざまな課題に迅

速に対応できる真の総合力、統合力を発揮します。

Industry Services

戦
略

組
織
改
革
・再
編

M
&
A

C
F
O

サ
ー
ビ
ス

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

変
革

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー

ヒ
ュ
ー
マ
ン

キ
ャ
ピ
タ
ル
（人
事
）

コンシューマービジネス

金融

ライフサイエンス&ヘルスケア

製造

情報・メディア・通信

資源エネルギー

パブリックセクター

不動産

Competency Services

Competency
Services

Industry
Services×

Service Approach
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Deloitteの組織・人事プラクティスの全世界の拠点・陣容

オーストラリア
116

中国
66 日本

113

合計
3,545

インド
35

韓国
44

東南アジア
51

ニュージーランド
12

北米
1,772

南米
244

アフリカ
201

ヨーロッパ
882

中東
9

アジア・太平洋合計
437

Deloitteの組織・人事プラクティスの全世界の拠点・陣容

 世界各国のDeloitteメンバーとは、ナレッジの共有はもとより、直接的にプロジェクトを協働で実行することができます。

特にグローバル展開においては、日本国内、海外で一貫してサポートを行うことが可能です。



デロイト トーマツ コンサルティング（DTC）は国際的なビジネスプロフェッショナルのネットワークであるデロイト トウシュ トーマツ リ

ミテッドのメンバーで、有限責任監査法人トーマツのグループ会社です。DTCはDeloitteの一員として日本におけるコンサルティン

グサービスを担い、Deloitteがグループで有する監査・税務・コンサルティング・ファイナンシャルアドバイザリーの総合力と国際力

を活かし、日本国内のみならず海外においても、企業経営におけるあらゆる組織・機能に対応したサービスとあらゆる業界に対応

したサービスで、戦略立案からその導入・実現に至るまでを一貫して支援する、マネジメントコンサルティングファームです。900人
規模のコンサルタントが、国内では東京・名古屋・大阪・広島・福岡を拠点に活動し、海外ではDeloitteの各国現地事務所と連携し

て、世界中のリージョン、エリアに最適なサービスを提供できる体制を有しています。

Deloitte（デロイト）は監査、税務、コンサルティングおよびファイナンシャルアドバイザリーサービスをさまざまな業種の上場・非上

場クライアントに提供しています。全世界150ヵ国を超えるメンバーファームのネットワークで、ワールドクラスの品質と地域に対す

る深い専門知識により、いかなる場所でもクライアントの発展を支援しています。デロイトの約170,000人におよぶ人材は

“standard of excellence”となることを目指しています。

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）およびそのネットワーク組織

を構成するメンバーファームのひとつあるいは複数を指します。デロイト トウシュ トーマツ リミテッドおよび各メンバーファームはそ

れぞれ法的に独立した別個の組織体です。その法的な構成についての詳細はwww.tohmatsu.com/deloitte/をご覧ください。
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